
政府ならびに国会におかれては、国民が安全で質の高い医療を公平に受けられ、格差に苦しむことの
ないよう、必要な医療費財源を確保し、安心して暮らせるよう、下記の事項について特段の配慮をされ
るよう強く要望する。
１．国民の生命と健康を守るため、必要な医療費財源を確保すること。
２．社会保障の理念に基づいた国民皆保険制度を堅持すること。
３．医師・看護師不足を解消し、安心できる地域医療体制を確保すること。
４．医療費の患者負担を軽減すること。
５．高齢者のための療養施設の十分な確保とフリーアクセスを堅持すること。

今後の行財政改革の考え方を示す新しい行政改革の方針原案、さらには新たな財政構造改革プログラムに
係る事務事業の見直し内容案が明らかにされたが、見直しの対象となっている事務事業の中には、県民生活
に密接な関係を有し、市町財政に多大な影響を及ぼすおそれのあるものが数多く含まれていることから、県
民、市町等から幾多の疑問と不安、そして不満が生じている。
さらなる行財政改革の推進に一層努めることは当然であるが、県民、市町等の理解と協力なくしては、
到底なし得ないものであり、県においては、県民や市町、関係団体の意見や要望に真摯に耳を傾け、その
不安や不満を払拭して、あすにつながる行財政改革の推進に向け全力で取り組まれるよう強く要望する。

意見書第18号

政府ならびに国会におかれては、住民代表として政治にかかわる地方議会議員の職責または職務を法
律上明確に定義し、地方分権時代にふさわしい議員活動を保障するため、下記の事項について地方自治
法の改正を行うよう強く要望する。
１．地方議会議員の職責または職務を明確にするため、地方自治法に「議会の議員は、議会の権能と責
務を認識し、その議会の会議に出席し議案の審議等を行うほか、当該普通地方公共団体の事務に関す
る調査研究および住民意思の把握等のための諸活動を行い、その職務の遂行に努めなければならない」
旨の規定を設けること。
２．地方自治法第203条から議会の議員に関する規定を他の非常勤職と分離し、独立の条文として規定
するとともに、議会の議員、とりわけ都道府県議会議員の議員活動の実態に対応し、職務遂行の対価
について、単なる役務の提供に対する対価ではなく、広範な職務遂行に対する補償をあらわす名称と
するため、「報酬」を「歳費」に改めること。

平成18年６月に成立した健康保険法等の一部を改正する法律により、平成20年４月から、新たな独立
した医療制度として、75歳以上の高齢者等を対象とした後期高齢者医療制度が創設される。
政府ならびに国会におかれては、新たな制度については、被保険者に過度の負担を招くことなく、ま

た、制度の安定的な運営を確保するため市町村に過分な負担が生じないよう十分な財政措置を講じられ
るよう強く要望する。

特別委員会の活動�経済振興対策特別委員会�

少子高齢化対策特別委員会� 地方分権・財政対策特別委員会� 琵琶湖淀川水系問題対策特別委員会�

環境・防災対策特別委員会�
　本委員会では、今年度、中小企業の振興対策に
ついてをテーマに調査研究を進めてきました。
　マクロ経済としては景気回復基調にあるとされ
ていますが、その実感は乏しく、また、中小企業
の廃業率は開業率を大きく上回っていることにも
示されているように、中小企業が元気な状態にあ
るとは言えません。
　そこで、県内各地の中小企業の現状や課題と展
望などについて県当局から説明を受けるとともに、
参考人を招致して、県の施策の在り方について調
査したほか、県
内、県外の取組
状況について現
地調査も行い、
12月定例会にお
いて中間報告を
行いました。

　県の行政課題の中には、２つ以上の常任委員

会の所管にわたる案件のほか、集中的な審査や

長期的な調査研究を要する重要な案件がありま

す。そのため、滋賀県議会では５つの特別委員

会を設置し、審査や調査を行ってきました。�

　これらの委員会では、それぞれの重要課題に

ついて、県の関係部局から説明を受け、必要に

応じて現地調査を行うなど、専門的な調査研究

を行い、委員会の調査が県の総合的な施策に反

映できるよう努めてきたところです。�

　また、例年、決算認定時には、決算特別委員

会が設置され、２月定例会においては、次年度

の当初予算案を集中的に審査するため、予算特

別委員会が設置されています。�

　本委員会は、今年度、防災および危機管理に関
する調査研究を行ってきましたが、その中でも、
防災における自助、共助に的を絞って取り組んで
います。
　本県では琵琶湖西岸断層帯地震を初めとする地
震の発生が高い確率で予想されていますが、被害
を防止し、軽減するためには、住民の自主的な防
災活動や耐震などの自らの震災への備えが必要で
あるとの考えから、防災の先進県である静岡県で
の取組や、先進的な自主防災組織の取組を調査し
ました。
　今後は、県内の自主防
災組織の現状について現
地調査を行い、県民の防
災意識の醸成への施策の
在り方等について研究を
行う予定です。

　本委員会では、今年度、少子化対策および高齢
社会対策を中心に調査研究を進めています。
　少子化問題の解決に向けては、家族や地域、自
治体、企業などが意識を共有しつつ取り組むこと
が必要であり、これまで、参考人を招致しての意
見交換や、他府県の関連施策の実施状況の調査、
また、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の
調和）に取り組む先進的な企業の現地調査などを
実施してきました。
　いずれも容易に解決できる課題ではありませんが、
子供を産み育てやす
い環境の整備や、誰
もが安心して暮らせ
る社会づくりに向け
て、引き続き積極的
に調査研究を行う予
定です。

　本委員会は、琵琶湖淀川水系に係る水政対策に
ついて調査研究を行ってきました。
　現在、国において淀川水系河川整備計画を策定
するための作業が進められています。計画の策定
にあたり、国から県知事への意見照会があり、知
事が意見を述べる際には、本県では県議会の議決
が必要と定められています。本委員会では、知事
から直接に治水対策の考え方を聞き、議論を重ね
ました。また、国土交通省近畿地方整備局の担当
者を参考人として招致し、見解を聴取するとともに、
大戸川ダムや丹生ダムの建設予定地の現地調査を
行いました。
　また、12月定例会で
は、市町長から直接に
意見を聴取するなど積
極的に調査研究を行い、
中間報告を行いました。

　本委員会は、今年度、県政の喫緊の課題である
財政問題と行政改革に重点を置いた調査研究を進
めてきました。多額の財政収支不足が見込まれる中、
知事から今後の行財政改革に関する考え方を聞く
とともに、「新しい行政改革の方針」や「新たな財
政構造改革プログラム」の策定について調査を進め、
県の改革が市町に与える影響に関し、市町長を参
考人として招致して意見を聞くなど、行財政改革
に関する活発な議論を展開し、９月および12月の
定例会で中間報告を行いました。さらに、12月定
例会では、行財政改
革は県民等の理解と
協力のもとに進める
べきことを求める決
議案を本委員会から
提出し、本会議で可
決されたところです。
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11月臨時会で審議した案件

（知事提出）
報第11号
報第12号
議第138号

滋賀県基本構想の策定状況について
滋賀県中期計画の廃止理由について
契約の締結につき議決を求めることについて（琵琶湖流域
下水道東北部彦根第二幹線安食西工区管渠工事）

案件番号 件　　　　　　　名 結 果

－
－
可 決

議 会 の お 知 ら せ

12月定例会で審議した意見書・決議
議案番号 件　　　名　　　・　　　要　　　旨 結果

意見書第15号 後期高齢者医療制度の円滑な移行に関する意見書案

意見書第16号 地方議会議員の位置づけの明確化に関する意見書案

可決

可決

平成18年４月から改正保険業法が施行され、各団体の構成員のための自主的な共済制度が保険業とみ
なされ、さまざまな規制を受け、存続の危機に追い込まれている。
政府・金融庁が日本の健全な自主共済に規制と干渉を行うことは、その団体と加入者に多大な不安と

損失を招き、おおよそ6,000万人を超えるとも言われる共済加入者がこのような権利の侵害を受けるおそ
れがある。
政府ならびに国会におかれては、以上の現状を踏まえ、平成20年３月までの経過措置を延長し、下記

の事項について早急に実行されるよう強く要望する。
１．健全に運営する自主的な共済を新保険業法の適用除外にすること。

意見書第17号 健全に運営する自主共済に対し保険業法の適用除外を求める意見書案 可決

医療費財源の確保を求める意見書案 可決

決議第２号 行財政改革の推進に関する決議案 可決

12月定例会で審議した主な議案

（議員提出）
会第４号

会第５号

（知事提出）
議第121号～議第124号

議第139号
議第140号～議第149号
議第150号～議第160号

議第161号～議第162号

議第163号～議第169号
議第170号～議第173号

平成20年度から平成22年度までにおける滋賀県議会議員の
報酬の特例に関する条例案
滋賀県監査委員条例の一部を改正する条例案

平成18年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入歳出決算
の認定を求めることについてほか３件
平成19年度滋賀県一般会計補正予算（第４号）
滋賀県職員の自己啓発等休業に関する条例案ほか９件
契約の締結につき議決を求めることについて（山東一色線
一色跨線橋改築工事）ほか10件
滋賀県基本構想の策定につき議決を求めることについてほ
か１件
知事の退職手当の特例に関する条例案ほか６件
滋賀県副知事の選任につき同意を求めることについてほか
３件

議案番号 件　　　　　　　名 結 果

可 決

可 決

認 定

可 決
可 決
可 決

可 決

可 決
同 意

採　択　し　た　請　願
0平成20年度保育関係予算に関する要望について

0医療費財源の確保について

0健全に運営する自主共済に対し、新保険業法の適用除外を求めることについて

0私学助成を大幅に増額し、行き届いた私学教育を進めることについて

●２月定例会の日程
２月定例会は、２月19日（火）から３月24日（月）まで開催される予定です。

なお、日程の詳細は、滋賀県議会のホームページに掲載しています。

滋賀県議会のホームページ　http://www.pref.shiga.jp/gikai/


